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増本税理士事務所（経営革新等支援機関）  

TEL：092-739-6222 FAX：092-739-6225   

〒810-0001 福岡市中央区天神3-11-1 天神武藤ビル2F 

～認定支援機関で対応できます～ 

・各種補助金申請 
・経営改善計画書の作成 
・創業支援 
・優遇金利での資金調達    など 

予算の推移 

＜概算要求とは＞ 

概算要求とは、政府の各省庁が来年度の政策に必要な予算(経費)を要求書にまとめ、毎年8月末までに
財務省に提出する予算要求のことです。 

今回のNewsLetterは、経済産業省が2018年8月31日に公表した「概算要求等の概要」に記載された情報をもとにして作成しています。 

29年度 30年度 31年度（要求） 

経産省計上 1,116億円 1,110億円 1,318億円 

中小企業・小規模事業者関係予算等の推移（中小企業対策費の推移） 

＜中小企業・小規模事業者政策の重点項目＞ 

１．事業承継・再編・統合による新陳代謝の促進 

２．生産性向上・働き方改革・人手不足対策 

３．地域の稼ぐ力の強化・インバウンドの拡大 

注目の政策 

① ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業（新規）100億円 

• 中小企業が、認定支援機関と連携して、生産性向上に資する試作品開発を行うための設備投資等を支援する。 

② 地方公共団体による小規模事業者支援推進事業（新規） 10億円 

• 地方公共団体が商工会・商工会議所等を活用しながら、小規模事業者等に対して、経営計画を作成する取組
や、その経営計画に基づき販路開拓に取り組む費用を支援する。 

③ 事業承継・世代交代集中支援事業（新規） 45億円 

• 事業承継ネットワークをベースとしながら、地域に密着し、より細かい地域単位で専門家派遣など踏み込んだ支
援を行う「プッシュ型事業承継支援」を行う。 

• 経営革新・事業転換や事業の再編・統合促進のため、設備投資・販路拡大・既存事業の廃業等の支援を行う。 

④ 中小企業経営強化税制（延長・拡充） 

• 中小企業等経営強化法上の認定を受けた経営力向上計画に基づき、即時償却又は税額控除が選択適用で
きる措置。 


